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資　　料

　抄　録　特許紛争を解決する方式は交渉，調停，仲裁から訴訟まで多様であり，各国でいずれの手
続が発展しているかも一様ではない。本稿は，中国における特許訴訟の増加や仲裁等の裁判外紛争手
続（以下，ADRとする。）の近時の動向を中心に，米国や欧州の域内の紛争解決の動向，また，国境
を越える紛争及び国際機関における紛争解決について可能な限り統計的な数字を参照しつつ全体の動
向を鳥瞰するものである。日本企業がいずれの地で特許訴訟を提起するか，また，提訴されるかは，
各社の知財戦略に基づく判断及びその結果であるところ，特許の捉え方，訴訟の捉え方をはじめ，各
国に固有な事情や近時の状況を踏まえる必要がある。また，中国の動向について，他国での常識とさ
れている前提が通用しないことも考えられ，固定観念にとらわれず，現状をみることが重要で，その
上で紛争解決の国際的な戦略を立てていくことが求められる。
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1 ．	はじめに

全世界における特許出願件数は，1996年の約
102万件１）から2017年には約317万件へと約３倍
に増加した。その中でも，アジア地域の割合の
増加は顕著で，殊に中国の特許出願件数は，
2017年で，138万1,594件（全体の43.6％）とな

っている２）。知財権の有効活用が強調される中，
世界的な特許出願件数の増加は特許紛争の増加
の要因となることは容易に想像できる。併せて，
中国の存在感が急激に増したことにより，知財
世界における従来の日米欧を中心としたパワー
バランスに新たな風が吹き込まれている。

2 ．	中国における知財紛争の増加

では，存在感を増す中国の知財紛争（主に特
許，商標，著作権）についてみると，2019年４
月に公表された「中国法院知的財産司法保護状
況（2018）」によれば，2018年に人民法院が，
一審，二審及び再審において受理した知財事件
は，33万4,951件（前年比41.19％増）で，判断
がされた事件は31万9,651件（前年比41.64％増）
となっている。その中で民事第一審事件におい
て特許事件は２万1,699件（前年比35.53％増），
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商標事件は５万1,998件（前年比37.03％増），著
作権事件は19万5,408件（前年比42.36％増）で
あった３）。

2017年における日本の知財事件は，地裁で新
受692件，既済510件，知財高裁で新受341件（審
決取消訴訟を含む），既済376件であり，米国で
は，2017年の会計年度（2016年10月～2017年９
月）に知財事件の新受１万768件（うち特許事
件4,182件）４），既済１万1,963件（うち特許事件
4,813件）５）となっている。それぞれの国の審級
制度，事件類型の分け方，統計の取り方の違い
があるが，中国での知財訴訟が急増し，今後も
続く可能性が高いことは明らかであり，日本企
業が事業活動する上で，訴訟対策をはじめとし
て知財紛争への事前対策は避けて通れない喫緊
の課題となっている。

3 ．	多様な紛争解決制度をみる視点

（1）紛争解決制度とは？
そもそも紛争解決制度といっても，その内容
には様々なものがある。紛争解決制度との表題
で議論していたとしても，その前提とする内容
や具体的事例が論者によって異なることはあ
る。さしあたり，①紛争解決機関の中立性と②
解決基準の正当性という２つの特徴を兼ね備え
ていることが社会的に正当なものとみなされる
紛争解決制度であるとされる。これらの特徴を
兼ね備えた紛争解決制度も多種多様であるが，
日本国内で裁判所が関与する公的な制度とし
て，①調停，②仲裁，③民事訴訟がある６）。国際
的事件の文脈では，超国家機関として司法権を
独占している機関が存在しないことから，ただ
ちに，国内のアナロジーとして紛争解決方式を
比較することは困難であるし，各国の裁判制度
や裁判外紛争解決制度（以下，ADRとする。）の
捉え方も一様ではない。

（2）紛争解決制度の類型の捉え方
しかしながら，日本国内だけではなく，国際
会議等で議論する場合に，紛争解決の主な類型
として，訴訟，仲裁，調停，交渉が存在し，①
拘束力ある第三者の判定につき，その権威が当
事者の合意に基づくか否かで仲裁と訴訟が区別
され７），②強制的な裁定権限をもたない第三者
が関与するか否かで，調停と仲裁・訴訟が区別
されるという考え方自体は通有性があるものと
みられている。
②について，調停と仲裁の区別につき，調停

の特質を「結果の合意」とし，仲裁の特質を「前
提の合意」と表現されることもあり８），調停は，
「解決案」につき合意がなされるか否かが重点
であり，仲裁は「解決手続」につき合意がなさ
れるか否かが重要であると表現されることもあ
る９）。②について，別の点からみれば，第三者
が強制的な裁定権限を有している訴訟や仲裁は
必ず紛争に一定の解決がもたらされるが，調停
では紛争が解決されないままに終わる可能性も
あるということになり，訴訟では裁判官を選べ
ないが，仲裁や調停では第三者を当事者が選ぶ
ことができるという点も指摘できる。
解決基準の正当性という点について，訴訟は

実体法を適用して解決されることが要求され，
仲裁は，当事者の合意または仲裁廷の選択によ
る法，および衡平と善などを事実に適用して判
断を形成されることが要求される（仲裁法36条
参照）。これらに対し，調停では解決基準とし
て法を適用することは要求されておらず，条理
に反しない限りは，法と異なった内容の調停案
も許容される10）。
紛争解決機能の点から見た紛争解決結果の効

力については，日本を例にとれば，調停には，
裁判上の和解と同一の効力（民事調停法16条等
参照），すなわち確定判決と同一の効力が与え
られるところ，ここに執行力は含まれるが，既
判力は含まれないと考えられている。また，仲
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裁には確定判決と同一の効力が与えられていて
（仲裁法45条１項本文），既判力を有するとされ
ているが，執行決定を得なければ，執行力が認
められない11）とされる。

（3）紛争解決制度の選択における企業戦略
上記のような特徴に加え，企業としては，時
間と費用の観点，相手方との紛争案件以外の取
引関係，紛争を抱えていること自体のレピュテ
ーションリスクを考慮して，各企業内の経営者，
事業部，法務部，知財部の力関係を踏まえた意
思決定過程を経て，各紛争に適した紛争解決制
度を選択することとなる。
一般的には，①訴訟，②仲裁，③調停，④交渉
の順に，費用と時間がかかるといわれている12）。
ただし，近時は，米欧中の各国が特許訴訟の制
度を競って，訴訟を呼び込む動きがあり，訴訟
だから時間がかかるという状況には変化がみら
れる。
民事訴訟法上，原則として６か月以内に手続
きを終わらせる必要がある中国は別論，審理期
間の短縮については，現状多くの国において，
仲裁や調停と比較して第一審の判決が出るまで
の審理期間が特別に長いということはいえない
状況となりつつある13）。当然ながら，上訴のリ
スクや執行の容易性など具体的な紛争終結まで
の全体の長短を検討することは不可欠である。

（4）訴訟と仲裁の排他的関係
上記のような特徴の帰結として，訴訟と仲裁
は相互に排他的であり，仲裁合意がある事件で
訴訟が起こされれば，仲裁合意の存在は防訴抗
弁として，その訴えが却下される。実際には，
提訴後に被告となった会社から防訴抗弁が提出
され，仲裁合意の有効性，当該事案の該当性に
ついて審理判断がされる。防訴抗弁を認めない
場合に中間的な判断をするか，被告となった会
社が仲裁合意に基づいて仲裁申立をした場合の

両手続きの並走の場合の対応については，各国
の裁判実務によって運用が分かれる。調停は，
手続きの性質上，仲裁・訴訟のいずれとも親和
的で，仲裁申立後の調停（更にその後の仲裁へ
の復帰），訴訟申立後の付調停（更にその後の
訴訟への復帰）といった形で手続きが重畳的に
行われ得る。

（5）紛争発生前の決断の重要性（訴訟 or 仲裁）
企業の戦略としては，日本企業は一般的にビ
ジネスを始める段階で紛争発生時を念頭に置い
て契約条項を詳細に定めるという慣行がなく，
紛争になった事態を見越して仲裁合意をすると
いうことは難しいという声も聞かれる。しかし，
紛争解決方式の決断は紛争が起きてからでは手
遅れである。
これまでに述べた紛争解決方式の特徴から明
らかなとおり，紛争前の段階で，最終的な紛争
解決方式として仲裁を選ぶか，訴訟を選ぶかの
二択が大きな決断事項である。特許訴訟を起こ
す場合には，市場規模，勝訴の見込み，予想さ
れる裁判所の審理方式や損害額，訴訟手続の時
間と費用の見込み等を考慮して，最も相手会社
に致命傷となる提訴地を選択するであろうし，
自社が訴訟を起こされる場合もその逆で最も厳
しい国や地方で受けて立つことになろう。
自社が訴訟を提起する場合には，訴訟の中の
保全処分や相手方の応答を強制できるので確実
であるし，提訴されれば，欠席判決のリスク等
もあるので，被告となった会社は応訴を強いら
れることとなる。
他方で，有効な仲裁合意があれば，自社に不
利な場所での訴訟は回避できる。自社に有利な
仲裁人や仲裁規則を選ぶことができるか，時間
と費用がどの程度見込まれるか，などが仲裁合
意を事前に行うにあたっての決断事項となる。
米国では，集団訴訟（クラスアクション）や陪
審を避けるために仲裁合意がされるものの，後
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に仲裁合意の範囲が訴訟の争点とされることも
少なくない現状にあり，仲裁合意を戦略的に活
用するマインドは日本企業の知財戦略において
も更に考慮されてよいと感じられる。
特許侵害の類型について，事前に仲裁合意を

締結しているということは難しいとの指摘もある。
しかし，特許侵害等の類型を呼び込みたい仲
裁センターとしては，例えば，仲裁申立自体は
合意なしで認めて，相手方が仲裁に応じた場合
には，そこで合意があったものとして仲裁をす
すめるなどの手続きなどの運用も始まっている。

（6）調停の積極的活用（ビジネス志向の解決）
特許関係の紛争も，企業のビジネス全体の一
場面に過ぎず，相手方との取引全体の一部であ
って，その一部の紛争が原因で他の取引を止め
なくてはいけない事態となったり，第三者によ
る裁定である訴訟や仲裁の結果が，二者のビジ
ネス関係全体を考慮しないものであったりする
ということは大いにあり得る。
そのような懸念を考慮して，特許紛争を調停
によって解決するという方式も注目されてい
る。次章の米国のところでも触れるが，米国で
は，ビジネス志向の紛争解決方式として調停を
とらえ，企業規模や業界など紛争の類型に応じ
た調停内容の検討が進んでいる。そのような中
で連邦司法センターが中心となって作成した
PATENT MEDIATION GUIDE14）（2019年１月
公表）は，現在の米国における特許調停の到達
点を知る最良の資料となっている。
もともと，日本では紛争が起こっても，訴訟
により解決を求めることが権利を実現する，あ
るいは企業担当者の選択として最善の手段とさ
れない雰囲気がある中15），当事者の自発的歩み
寄りを促す手続である調停は日本企業の嗜好に
も合うと考えられる。国内知財事件というより，
むしろ規模の大きい国際的な知財事件での調停
の活用は，今後更に積極的な方向で検討が進む

ことが見込まれる。つまり，紛争当事者二者で
の交渉ではなく，第三者が調停者として調停の
場を提供し，紛争解決の「結果の合意」を醸成
していく調停手続は，前述のように，訴訟や仲
裁とも両立する解決手段であり，まさに未来志
向型の紛争解決といえる。

（7）仲裁による一回的解決の外延
なお，実際の紛争では，仲裁が一回的解決と

いわれていても，仲裁手続だけで決着がつくわ
けではなく，①仲裁合意の有効性，範囲が争わ
れる場合，②仲裁合意の防訴抗弁として訴訟の
阻止を求める場合16），17），18），③仲裁手続違反19），
④コモンローの国で訴訟差止命令が求められる
場合20），⑤仲裁裁定後に仲裁取消が求められる
場合21），⑥仲裁裁定の執行の阻止22），23）など，多
くの場面でその仲裁に対して争う手段は与えら
れている。

（8）保全処分の申立ての決断
また，紛争の最初の時点で，保全処分を仲裁
法廷に求めるか，国家の裁判所に求めるか，両
方に求めるか。仲裁廷による暫定措置又は保全
措置が認められる（日本の仲裁法24条，国際連
合国際商取引法委員会（以下，UNCITRALと
する。）モデル仲裁規則17条）とともに，仲裁
契約が存在する事項について国家裁判所が保全
命令を出すこともできる24）。

4 ．	紛争解決の各国事情

特許訴訟制度を持たない国は基本的にはな
い。訴訟も仲裁もその目的は紛争の解決にある
ところ，訴訟での紛争解決で足りるのであれば
仲裁等のADRを利用して紛争を解決する方法
は不要ともいえる。その国で，訴訟での紛争解
決に何を望むか，仲裁を含むADRがいかに発
展していくかは，まさにその国の訴訟制度の在
り方と密接に関連しているところ，前章の視点
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を踏まえて，各国及び国際機関における紛争解
決の現状を通覧したい。

4．1　中　　国

（1）特許訴訟の激増と政府による取組み
１）特許訴訟の激増
前述したとおり，中国では，特許出願件数や
特許付与件数の増加だけではなく訴訟件数の増
加も顕著である。中国全体として，知財事件の
審理改善に取り組み，国際知的財産権紛争解決
の「優先選択地」とされることを目指している
状況ではあるが，新規提訴の多くは中国国内の
紛争であり，中国企業同士の訴訟もあれば，外
国企業が中国企業を提訴することもある。
中国の訴訟動向については，現在は網羅的な

データベースが存在していないことから，現在
の訴訟の増加の原因，当事者の構成，勝訴率等
は，更なる検討を待つことになる。しかしなが
ら，2006年～2011年の471件の特許侵害訴訟を
検討した論考25）では，件数が多かった順に北京
123件のうち46％，広州88件のうち56％，上海
55件のうち73％で，それぞれ侵害が肯定された
との結果を報告している。本論考の中では，外
国企業が被疑侵害者よりは特許権利者側で提訴
している割合が多く，その場合の侵害が認めら
れた割合は，中国国内企業と差がないといった
点も指摘し，中国の裁判所が保護主義に陥って
いるわけではないとの結論を提示している26）。
他方で，中国で特許案件を担当する弁護士か
らは，欧米との訴訟文化の差異も指摘されてい
る。欧米では，訴訟の提訴自体，紛争を抱えて
いること自体が公になることによるレピュテー
ションリスクを織り込んで紛争対応が行われ，
実際に訴訟に至るものが少ないといわれている
が，中国の場合には，競合他社や著名な会社に
対して何らの事前交渉なしに自社が特許権利者
であると主張して提訴し，権利を主張している
こと自体を公にすることで自社の優位性を強調

したり，相手方の会社の評判を下げようという
戦略がとられることが少なくないという。そし
てこのような場合は，和解などの余地はおよそ
なく，判決，上訴などまで徹底的に争われる傾
向がみられるという。
揺れ動く中国の特許訴訟の動態について，そ
の詳細な検証は今後の課題であるが，次に紹介
するように，最高人民法院も政府も特許訴訟な
どの知財訴訟の活性化を推進する一方で，激増
の結果，裁判所側のキャパシティを超える状況
ともなっており，その解消策として特許仲裁等
のADRの方策も積極的に検討されているとい
う実態がある。
中国の特許訴訟の動向は，量的にも質的にも
欧米や日本での経験則で測れない部分もあり，
その実態を客観的に見極める必要性が高いとい
える。
２）最高人民法院等の取組み
全国の裁判所には300の知的財産審判廷があ
り，3,000人の裁判官，2,000人の司法補助職員
が現在の中国の知財裁判を支えていると同時
に，司法の新たな課題に対する調査研究基地を
設立している。最高人民法院としては，司法解
釈の制定，案例指導（個別案件に対する審理の
サポート）を実施し，また，国際知的財産権分
野における中国の裁判所の影響力強化のため，
最高人民法院は知財事件に関する年次報告書を
英語でも公表している。「中国知的財産権司法
保護綱要（2016 -2020）」で，最高人民法院は「西
洋先進国が300年あまり歩んできた道を30年あ
まりの時間で，融合，創新，自主発展と自己改
善の中国の道を歩んできた」と述べている。
３）国務院等の取組み
政府も特許訴訟の強化に力を入れており，

2018年２月27日，中国共産党と国務院は共同で
「知識産権裁判分野の改革イノベーションの若
干問題に関する意見」を発表した27）。その中で
は，特許権者の立証責任を緩和する手段，填補
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賠償及び懲罰的賠償による損害算定，それによ
る侵害者が厳重に罰せられる社会的雰囲気の創
出，審理期間の短縮，知財司法保護の主導的役
割の更なる発揮などが提言されている。2014年
には北京，上海，広州の３つの知的財産法院が
創設されているところ，最高人民法院に二審を
集約するなど上訴審審理メカニズムも検討する
とされている。なお，中国における知財訴訟の
損害賠償額は米国に比べて低いが，既に中国で
は，懲罰的損害賠償が適用された事例がある28）。

2018年10月の第13期全国人民代表大会常務委
員会第６回会議では「専利などの知的財産権事
件の訴訟手続の若干問題に関する決定」が定め
られた。その中では，当事者が，発明，実用新
案等の専門的，技術的な要素が強い民事事件及
び行政事件の判決及び決定に不服の場合，最高
人民法院に上訴することができるものとされ
た。また，知的財産権事件審理に係る特別手続
法の制定も検討されて，中国全体として，知的
財産権事件の審理改善に取り組み，国際的な知
的財産権に関わる紛争解決の「優先選択地」と
されることを目指している状況にある。

（2）中国の仲裁
１）特許仲裁の促進への取組み
各級裁判所は，知財事件の件数が激増してい
る中，裁判所の態勢が整っていないという状況
にある。他方で，仲裁が利用されている知的財
産権紛争は限定されている。仲裁機関が審理す
る仲裁事件は，特許マネージメント，技術サー
ビス，技術移転，技術コンサルティング，出版，
版権等の契約紛争で，知的財産権の侵害紛争に
係る事件は少なく，知的財産権の有効性に係る
事件はないなど，受理している事件の類型が比
較的同種の事件が多くなっている。貿易仲裁委
員会の例でいえば，2014年から2016年までの知
的財産権紛争事件における契約紛争は87.5％，
専門知財仲裁機関の受理した事件の中で，契約

の争いに係る事件が平均50％を超えており，仲
裁機関によっては知的財産権に係る事件の受理
範囲を知的財産権契約に係る紛争に直接限定し
ている機関もある。他方で，上海知的財産仲裁
院では，受理事件の範囲を「知的財産権紛争に
係る仲裁事件を受理する」と規定している。現
時点で，仲裁機関において知的財産権関連の事
件が一般的に普及しているとはいえず，知的財
産権を専門にする仲裁機関が少なく，その分布
も均一ではないとされる。

2014年から毎年公表されている「中国国際商
事仲裁年度報告書（2016）」29）では，知的財産
権仲裁事件の事件数と増加率については明らか
ではないとしつつ，貿易仲裁委員会では，2014
年の受理件数は渉外事件の事件数の1.77％，
2015年は4.1％，北京仲裁委員会の例では，2014
年は43件で全事件数の2.11％，2015年は26件で
1.56％とされる。これは裁判所の事件数が急増
している状況とは異なっている。知財仲裁の事
件が伸びていないことについて，上記報告書で
は，知的財産権の有効性に係る紛争が仲裁適格
性に欠けることに関し立法の空白が存在するこ
とが主な原因とされている。知的財産権の有効
性に係る紛争の仲裁適格性については，中国の
法律では明確な規定を欠き，学会では大きな議
論になっている。また，仲裁の臨時措置（差止
め）の規定に立法が不十分な点も存在している
とされる。これらは，知的財産権紛争の当事者，
ことに侵害紛争当事者が仲裁を積極的に選択す
る動機，あるいは中国における仲裁の信頼に影
響を与えているとみられている。
２）国務院，国家知識産権局等の取組み
中国における知財ADRの利用が低調である
ことに対しては，政治主導で仲裁や調停の強化
の取組みが進んでいる。共産党および国務院は，
「中共中央弁公庁国務院弁公庁紛争多元化の解
決メカニズムの矛盾の改善に関する意見」30），
「国務院“十三五”国家知識産権保護と運用規
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則の通知」31）を公表し，業界のニーズをくみ取
ること，専門的人民調停組織を創設すること，
仲裁制度の改善を実施すること，知的財産権紛
争多元化メカニズムの健全な実施を志向するこ
と，積極的な知的財産権の保護の活動体制を建
設すること，知的財産権仲裁機関と紛争調停機
関の建設を推進すると定めた。
それを受け，2018年３月，国家知識産権局が
出した「知的財産権仲裁調停機関の能力構築活
動の更なる発展に係る通知」では，毎年，新た
に知財仲裁調停機関を能力構築の実施単位とし
て選定して，一定期間の活動と検証を行うもの
とされている。
能力構築への取組みは多様で，例えば，2017年
４月に設立された合肥市仲裁委員会知的財産権
仲裁センターは，2018年初めに特許行政調停の
仲裁確認事件を取り扱った。これは，知的財産
権局の審理した行政調停事件を仲裁により確認
して，仲裁決定を通して調停協議に法律的に強
制執行力を与える制度の設計をするものである。
また，重慶市ネットビジネス協会は，e-ビジ

ネス企業に使い勝手がよく，迅速で，質の高い
知的財産権紛争調停サービスを提供する機関と
して選ばれた。2018年４月に，重慶市ネットビ
ジネス協会は，重慶市知識産権局から重慶市電
子ビジネス知的財産権紛争調停センターの認証
を受けた。センターは，重慶市知的財産権法院
や仲裁院などと交流し，訴訟から調停，調停か
ら仲裁，行政手続から調停など各手続間での移
行コスト削減を実現しようとしている。

4．2　米　　国32）

（1）特許訴訟の減少
2012年から2017年までに31,000件以上が連邦
裁判所に提起されているが，2013年をピークに，
特許訴訟の提訴件数自体は減少傾向にある33）。
連邦地裁に提訴された特許事件は，2013年に
6,497件であったものが，2017年には4,182件にま

で減少している34）。これはAIA法（The Leahy-
Smith America Invents Act）の施行，事件数
の計算方法の変化なども影響を与えている。提
訴要件の厳格化などに伴い特許不実施主体
（Non-Practicing Entity：「NPE」）の提訴件数
も減少傾向にある35）。また，Alice判決36）以降ソ
フトウェアの特許性の判断が厳格となり，当事
者系レビュー（Inter Partes Review：「IPR」）
で拒絶されたり，地裁でも無効とされる事例が
多くなっている。TC Heartlandの最高裁判決37）

が管轄ルールを変更してから，基本的に会社の
本社地での提訴のみが可能となり，それに伴い，
東部テキサスから本社地の多いデラウェアへと
提訴地を変更する事例が増加している38）。
歴史的には，特許侵害訴訟は競合他社と争う
武器として用いられてきたが，現在は，50％～
70％が競合他社ではない者同士による訴訟とさ
れる。すなわち特許権利者は発明の商業化等を
義務付けられていないため，特許を購入した者
が金銭目的で特許訴訟を起こすことが可能とな
っているのである。このような訴訟は，小売，
メディアコンテンツ，運輸，テレコミュニケー
ション，ソフトウェアおよび関連サービス，テ
クノロジーハードウェア及び装置，財務サービ
ス，家電製品の分野に多い。
他方で，競合他社からの訴訟としては，製薬

会社やバイオ技術分野での事件が年間に500件
以上提訴されている39）。

（2）特許紛争におけるADR・仲裁利用
米国でADRが発達した背景には，ディスカ
バリーほか訴訟に係る費用が非常に高額である
ことや陪審による判断の予見可能性が低いこと
などが要因としてあげられる。そのような意味
で，訴訟回避の手段としてADRが発達してき
たものと一般的にいわれている。
１）特許調停の利用
連邦巡回区連邦控訴裁判所（CAFC）40）や国
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際貿易委員会（ITC）でもADRが利用されてい
るほか，カリフォルニア州中部地区連邦地裁の
ように義務的利用が規定されている裁判所や，
テキサス州東部地区連邦地裁のように特許事件
のスケジューリングオーダーの中にADRを組
み込んでいる裁判所など，少なくとも提訴後で
も紛争の解決につき当事者間で検討することを
求めている連邦地裁が多い。ADRのプログラ
ムについては，連邦地裁ごとに様々であり，具
体的には，各連邦地裁のHPで確認することが
できる。
近時は，積極的に相手方当事者との将来のビ
ジネスの継続を志向した解決方式として調停を
活用する動きもある。調停の利用につき事案や
業界に応じて事件の類型化も進んでいる41）。
２）特許仲裁の利用
前述のとおり，事前に仲裁合意がされていれ
ば，当該紛争は訴訟ではなく仲裁で解決される
こととなり，仮に相手方が訴訟を提起しても，
仲裁合意が有効と認められ，当該紛争が仲裁合
意の範囲となれば，訴えは却下され，仲裁での
手続きが行われることとなる。当然ながら仲裁
合意の有効性や範囲について最高裁まで争われ
る可能性はある。米国では，特許の有効性につ
いて，仲裁による解決が可能であることが法律
で規定されている42）こともあり，仲裁による紛
争解決は広く行われていると認識されている。
仲裁手続が選択されたとしても，その過程で調
停が利用されることは十分に想定される。

4．3　欧　　州

（1）欧州での特許訴訟の動向
１）欧州の特許訴訟の多様性
欧州は，EUだけでみても本稿執筆現在28か
国あり，各国ごとに裁判制度も様々であるから
欧州をひとまとめにすることは困難である。た
だ特許訴訟事件の動向については，ドイツ，英
国，フランス，オランダが中心的な裁判地43）で

あることについては一定の共通認識がある。
ドイツは，米国，中国に次いで特許訴訟の提

訴数が多い。全国規模での正式な統計は存在し
ないが，the Global IP Project44）によれば平均
１年あたり1,300以上の事件が提起されている。
各地方裁判所が公表したところでは，2017年に
デュッセルドルフ488件，マンハイム215件，ミ
ュンヘン181件とされている。
オランダのハーグ地方裁判所では年平均100
件の新受件数とされ，フランスの裁判所もそれ
に近づきつつあること，英国の特許事件の件数
はオランダやフランスなどよりは少ない件数と
されている。
目下のところ，欧州内ではデュッセルドルフ
地方裁判所が最も特許事件が提訴されている状
況にある。
２） 統一特許裁判所（Unified Patent Court：
「UPC」）の設立
欧州においては，地域的な統合の一機関とし
て欧州司法裁判所が設置されている45）。特許関
連のEU指令46）が限られていることから，特許
事件が「司法裁判所」（The Court of Justice）
に係属することは稀であるが，同裁判所に加え
て設置されている「一般裁判所」（the General 
Court）には，欧州知財庁の決定の不服申立がさ
れることから，一般裁判所の中では，知財事件
が最も数が多い事件類型（通常，新受事件の３
割～４割）となっている。

2013年２月に，EU25加盟国が，従来の欧州
特許及び欧州単一特許について管轄権を有する
単一裁判所制度を設置する統一特許裁判所に関
する国際協定（OJ EPO 5/2013）に調印したこ
とで，統一特許裁判所の設置が見込まれている。
本稿執筆時点でもドイツの批准を待つ状況にあ
る47）。

（2）欧州での仲裁の状況
１）EUレベルでの取組み
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欧州では，国内の特許事件について仲裁によ
る解決がされることは活発とはいえないが，欧
州では国境を越える紛争となることが多く，国
境を越えた紛争については欧州委員会や欧州特
許庁，欧州司法裁判所の動向を踏まえる必要が
ある。
欧州では，2017年11月に欧州委員会が標準必
須特許についてのガイダンスを公表し，その中
では，仲裁や調停などのADRがより迅速で安
価な紛争解決手続を提供するものであるが，現
在はその潜在的な利用可能性が十分に活用され
ていないと指摘している48）。ADRの問題点とし
ては，予見可能性に乏しいことと，先例につい
ての透明性がないことを挙げているが，その成
功は，適切な手続きと質の高い専門家の確保に
あるとしている。
２）統一特許裁判所の調停仲裁センター
統一特許裁判所のプロジェクトでは，統一特
許裁判所の調停仲裁センターが，ポルトガルと
スロベニアに設置される予定であるところ，そ
の２か国に設置されるのは事務局機能のみで全
加盟国での手続実施が可能である。
調停については，統一特許裁判所の手続きの
途中で利用されることもあり得る。例えば，主
任裁判官が和解を追求する役目となり，審理の
途中で調停に回すこともできるし，侵害論の審
理の後に調停手続に付されることも十分考えら
れる。
他方で，仲裁は，裁判手続とは競合関係に立
つもので，ユーザーが仲裁を選ぶか，統一特許
裁判所の手続きを選ぶかを選択することとなる。
いずれにせよ，調停仲裁センターが成功する
かは，統一特許裁判所の成功にかかっていると
みられている。調停仲裁センターを介して出さ
れた仲裁裁定の取り扱いについては，その執行
に，国際仲裁の執行・承認に関するニューヨー
ク条約が適用されるか否かという点にも議論が
ある。UPC手続規則を参照すると，仲裁裁定が

判決と同じ効力があるという規定となってお
り，その場合は不要ともいえるが，他方で，あ
くまで仲裁裁定としてニューヨーク条約を適用
すべきという立場もある。調停仲裁センターの
設置を他の仲裁・調停機関がどの様に受け止め
るかは様々であろうが，統一特許裁判所に行く
前の段階においては，どの紛争解決機関を選択
するかについては，企業側に委ねられるべきで，
選択肢が増えるという点はメリットと考えるこ
ともできる。国際商業会議所（5．3（3）参照）
やWIPO仲裁調停センター（5．3（2）参照）
等に事件が行くということは考えられる。国際
商工会議所等でも欧州単一特許は取り扱うこと
ができる点は注意したい。

5 ．	�国境を越える特許紛争における仲
裁・調停の動向

5．1　�外国判決の承認及び執行に向けた取
組み

各国の裁判所の判断は基本的に各国の主権領
域内にとどまるものであり，それぞれの国が外
国判決の承認執行の判断枠組みを有している。

EU内部では国内的に効力を有する規則を制
定し，執行判決を不要とすることで他国の裁判
所の判断についても一定の採用が行われること
が想定されている。
現在では，2019年６月にハーグ国際私法会議

の場で議論される外国判決の承認・執行に関す
る条約で特許権の取り扱いがどうなるかが注目
されるところである。

5．2　�国境に拘束されない紛争解決方式と
しての仲裁

他方で，仲裁は各当事者の授権による紛争解
決の方式であり，その解決範囲が国境に限定さ
れるものではなく，国際取引の場で仲裁による
紛争解決がよく用いられている。国際仲裁の現

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 69　No. 9　2019 1295

状として，国際仲裁の承認・執行に関するニュ
ーヨーク条約に現在157か国が加入しており，
UNCITRALのモデル仲裁規則について72か国
が採択している状況にある。各国の仲裁センタ
ーがお互いに競合して，そのサービス提供の市
場を開拓している。
知財事件については，特許等の登録系の知財
権の無効や取消しについては，各国の特許庁や
裁判所の判断を要するという点があるが，権利
移転・ライセンス契約に関する紛争など仲裁が
適すると述べる見解もある。
また，国際調停については，2018年６月25日
に行われたUNCITRAL総会では国際調停の執
行承認について最終草案49）が採択された。あく
までモデル法であり，拘束力がある条約方式で
はないが，今後の国際調停の実務に対して影響
を与える可能性が高い。

5．3　国際的な仲裁機関

以下では，国際仲裁における主要な仲裁機関
の動向について触れたい。全体として特許事件
を仲裁によって解決する件数自体はまだ多いと
はいえないが，標準特許に係る紛争を中心に仲
裁を積極的に活用する動きもみられる。中国が
一帯一路における紛争解決の重要な機関と捉え
ている香港の仲裁センターと，他の主要な仲裁
センターについて紹介する。

（1）�香港国際仲裁センター	
（Hong Kong International Arbitration 
Centre，以下HKIACとする。）

１）概況
1985年に創設され，現在４大仲裁地の１つと

される。IP紛争に特化した手続規則は設けられ
ていないが，IP紛争のパネルを設けている50）。
香港の準則に従い，最近，特許権の有効性と侵
害のいずれも仲裁可能（ただし当事者間のみ拘
束）であること，また，その決定を香港で執行

できることを明らかにした。
２）事件統計

2010年～2016年までに係属した知財事件は全
部で26件（25件の仲裁と１件の調停），2017年
には知財事件12件であった。そのうち７件が特
許関連事件であったとされる。2016年には５件
の特許事件が開始している。
３）一帯一路の関連紛争の処理51）

建築，プロジェクトファイナンス，投資，商
業紛争等の一帯一路関係の中国企業と他国企業
の事件が相当数係属している。2017年には103
件の事件が係属し，中国本土の当事者のものが
34.7％であった。HKIACの３分の１の事件が中
国本土と一帯一路沿岸国の会社との事件であっ
たとされる。

（2）�WIPO仲裁調停センター	
（WIPO Arbitration and Mediation Center）

１）概況
仲裁の申立人の出身国について，米国25％，
欧州40％（うち独10％），その他35％がアジア
というのがおおよその内訳である。産業別では
30％が医薬系となっている。近年の係属事件の
増加は，WIPOのプロモーションによるものと，
国内裁判所が調停を進める傾向が出てきている
という理由によるものと考えられる。
仲裁の増加が見込まれる類型としては，標準
必須特許の仲裁であり，近時問い合わせが多い
とされる。
近時FRAND事件のガイドラインを作成し発
表した。当ガイドラインは，欧州テレコミュニ
ケーション標準機関（ETSI）や標準必須特許の
専門家と共同して作成したものである。同ガイ
ドラインでは，手続的なルールのほか，FRAND
にかかる調停合意や仲裁合意のモデルを提示
し，FRANDの仲裁におけるスコープの設定の
条件などについて提示している。
２）特許の有効性
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仲裁裁判所における特許の有効性判断は当事
者間にのみ効力が及ぶにとどまり，主な争点と
はなっていない。特許の有効性が仲裁可能か否
かについて各国法制において様々な議論がある
ところである。ベルギー，スイス及び米国では
法律で明示的に特許事件について仲裁可能であ
ると規定がされ，南アフリカでは特許事件の仲
裁は禁止されている。ただ，法律的に仲裁可能
であることが明示されている国は多くない。
３）調停手続の活用
仲裁だけではなく，調停の利用も増えている。
調停手続になったうち70％は和解として終了し
ており，紛争の解決手続として有効な手段とな
っている。仲裁人の判断に最終的に拘束されて
しまうというメリットとリスクに照らし，当事
者が話し合いで決することができる調停が好ま
れる傾向にある。

（3）�国際商業会議所	
（the International Chamber of 
Commerce，以下ICCとする。）

１）概況
国際商業会議所の国際仲裁裁判所は，1923年

に創設された仲裁機関である。ICCは，それ自
体が仲裁を行うのではなく，仲裁廷による仲裁
手続の管理を行っている（ICC規則１条２項）。
ICC裁判所は，所長，副所長，及び各国代表か
らなっており，①仲裁人の承認・任命等，②仲
裁人に対する忌避申立の審理，③仲裁管轄の存
否に関する蓋然的な判断，④仲裁判断の審査，
⑤仲裁手続の進行のモニタリング，⑥仲裁費用
の管理，⑦緊急仲裁人制度の運用などを行って
いる。

ICC裁判所には，その活動を補佐するための
事務局が設置されており，事務総長の下でICC
裁判所の決定の準備，個別事件のモニタリング
等を行っている。事務局本部はパリにあるが，
香港，NY，サンパウロ，シンガポールに事務

所が開設されており，今後，アブダビにも設置
される予定である。
２）事件統計52）

2017年は512件の仲裁裁定，1,488人の仲裁人
選任，当事者は142か国からなっていた。新受
件数は810件（2016年は966件）。当事者の国籍
としては，米国194件，ドイツ128件，フランス
124件の順となっている。日本は申立人側10件，
相手側19件で合計29件である。仲裁人の国籍は
英国，フランス，スイス，米国，ドイツの順と
なっている。仲裁地としては，パリ，ロンドン，
ジュネーブ，シンガポール，チューリッヒの順
であり，日本でも４件が実施された。
３）特徴

ICC裁判所による仲裁を利用する場合は，原
則的にICC裁判所規則に服することになる53）。
ICC仲裁の優位性としては，事務局による緻密
な手続管理，ICC裁判所による仲裁裁判の審査，
手続管理がされ（ICC規則24条），また，ICC裁
判所により仲裁判断草案の審査（Scrutiny）が
行われ（ICC規則34条），仲裁裁定の質が確保
されている点にある。
仲裁費用54）については，①仲裁廷の費用（仲
裁人報酬，仲裁人の通信費，交通費等の費用），
②仲裁機関の費用（ICC管理料金），③当事者
の費用（代理人弁護士の報酬・費用，専門家・
証人等の費用，通訳・翻訳費用，交通費等）か
らなる。仲裁費用の負担割合は，仲裁裁判所が
その割合を定めるが，実務上は仲裁人が属する
本国の手続準則の影響を受けているとの指摘が
ある。基本的に，仲裁費用は予納が前提である。
４）知財事件に関する紛争処理55）

近時，知財ロードマップを策定し，知財紛争
の枠組みを研究したり，各国の知財裁判の比較
検討を行ったりするなど，知財分野にも力を入
れている。
知財関係の仲裁は，2012年46件（5.1％）か

ら2016年59件（5.2％）（全体の事件数は966件
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が新受，1,592件が係属，497件が仲裁裁定の発
出件数）へと実数が増加しているが，およそ５
％の値で推移している。これらは知財権を主要
争点とする事件の数値であり，争点として含ま
れているものの件数は更に多い。2016年の内訳
としては，商標，特許のライセンシングが40件
程度，ノウハウ14件，その他が５件となってい
る。仲裁地は，フランス，スイス，アメリカが多
く，アジアではシンガポールが多い。日本の会
社は，20～30社程度が仲裁案件に関与している
が，知財事件に特定した統計はとられていない。

2016年には，ノキアとサムスンの間の特許ラ
イセンス契約の期間延長の対価に係る紛争に関
し仲裁決定を行った。

（4）�アメリカ仲裁協会	
（The American Arbitration Association’s 	
ICDR（International Centre for Dispute 
Resolution），以下AAAとする。）56）

１）概況
AAAは，1926年にNPOとして設立された米
国最大の訴訟外紛争解決機関であり，その国際
仲裁案件を，1996年に設立した紛争解決国際セ
ンター（ICDR）に集中させている。ICDRの案
件管理センターは，ニューヨークに所在し，カ
ナダ，マイアミ，ヒューストン，シンガポール，
メキシコシティにも設置されている。
２）事件統計
年次報告書57）によれば，国際部門では1,026
件である。
３）特徴
日本企業が最もよく利用する仲裁機関の１つ

である。ICCと異なり仲裁人の忌避申立等に対
して別の機関を設けていない。
緊急保護措置や緊急仲裁人の制度は，ICDR

が2006年に最初に導入した。ICCなどの他の機
関は，それに続いて制度を構築したものである。
緊急保護措置については，申立てから一営業日

以内に緊急仲裁人が指名され（ICDR規則６条
２項），指名された緊急仲裁人は２営業日以内に
緊急保護申立について審理するスケジュールを
作成しなければならない（ICDR規則６条３項）。
仲裁と調停の複合的利用もモデルとして構築

されており，仲裁を開始した後で，調停規則に
基づいた調停を行うという手続きも用意されて
いる。

（5）�ロンドン国際仲裁センター	
（The London Court of International 
Arbitration，以下LCIAとする。）

１）概況
LCIAは1883年に，ロンドンに検討委員会が
設置されたことから始まっており，2018年度は
125周年のイベント等が実施されている。1986
年にはNPOとして組織再編がされている。仲
裁裁判所と事務局から構成されており，ロンド
ン以外に，インド，ドバイ，モーリシャスに国
際事務所が設置されている。
２）事件統計
年次報告書によれば，2017年に285件仲裁の

申立てがされ，そのうち233件がLCIAの仲裁ル
ールに基づいたものであった。新たに申立てら
れた事件の80％以上が英国外であり，米国から
の増加が多い58）。日本企業の提訴事件及び，日
本を仲裁地とする事件の数は，報告書からは明
らかではない。

（6）�シンガポール国際仲裁センター	
（Singapore International Arbitration 
Centre，以下SIACとする。）

１）概況
SIACは，1991年に設立された非営利団体で
ある。インド，ソウル，上海に事務所がある。
２）事件統計

2017年の新受件数は421件であった。そのう
ちインド176件，中国77件，スイス72件，米国
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70件の順で関与数が多い。日本企業の関与は27
件で増加傾向にある。審理期間の中央値は11.7
か月とされている。
３）特徴

SIACは，仲裁のみを扱っており，調停につ
いては，シンガポール国際調停センター59）が別
機関として設立されており，連携がとられてい
る。仲裁が申し立てられた後，期間（８週間）を
区切って調停に付し，調停不成立の場合には仲
裁に戻るというスキームも構築されている60）。
知財事件の仲裁人の名簿も整備している61）。仲
裁判断の事務局による審査制度も存在する。簡
易仲裁判断が，中国の中級人民法院で執行拒絶
された事例も存在する62）。

6 ．	おわりに

以上のとおり，中国のように訴訟の激増に対
応するためにADRの利用が急務となり官主導
で取組みが行われている国もあれば，米国のよ
うに訴訟を避けるためにADRが主として民主
導で発展した国もあり，また，多様な法制度が
発展する中，EU主導で統一的な紛争解決方式
を目指す欧州もある。国際機関では調停による
解決の認知度を上げるためのセミナー等が活発
化している状況もみられる。
日本では，これまでに何度か国内仲裁・国際
仲裁の利用を活性化させる波が来ているとこ
ろ，現在も法務省や特許庁を中心に紛争解決方
式として仲裁や調停の利用を促進する動きが活
発化している。日本の特許訴訟それ自体は，件
数も多くはなく，質や速さの点でも特許訴訟の
先進的な国と比較してもそん色がない状況で，
仲裁や調停などのADRの発展が促進される背
景はあまりない。もちろん，ユーザーである企
業の視点からは，紛争解決方式の多様化をすす
めるもので積極的にとらえられるべきものであ
るが，選択肢が増えたことに伴って，企業の事
前の紛争解決方式の巧拙によって紛争解決全体

のコストや結果が大きく左右されることにもな
り得る。
そして，日本での仲裁等の発展はこれまで民

主導では現実化していない状況からすると，や
はり官主導の仲裁等の活性化がどれほど結実す
るかにかかっていると思われる。現在の隆盛の
原因が，紛争の国際化にあるとすれば，国際化
の文脈で日本の紛争解決制度が置かれている状
況を冷静に客観的に見極める必要がある。欧州
では主権国家同士が，米国では50の州相互で，
日々紛争解決制度や司法制度の根本的な価値観
を揺さぶるような競争にさらされている中で，
日本は日常的にそのような競争にさらされるこ
とはない。韓国やシンガポールのように国内の
司法マーケットが大きくない国とも，中国のよ
うに特殊な市場構造を有する国とも，日本は異
なる。日本の国内司法マーケットは適度に大き
く，国内での業務だけでも十分に忙しい。この
ような日本が，国際化によって，どの程度多様
な紛争解決の利用が進むかについては，予断を
許さない。日本企業は日本の紛争解決制度が置
かれた状況やその中で議論の国際的な文脈にお
ける位置づけをきちんと見極めたうえで，自社
に最も有利な紛争解決を選択することが求めら
れているといえる。

注　記

 1） THE WORLD BANK Data，
  Patent applications, residents
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